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調査の概要

 全国1,741の市区町村に宛てて、骨髄移植等の医療行為により免疫を消失された方に

対する再接種への支援の実施状況及び他の市町村等での定期接種の実施状況につ
いて、平成30年７月1日時点での状況を調査を依頼した。

 平成30年７月18日に依頼の事務連絡を発出し、全1,741自治体から回答を得た。
（回収率100%）

 骨髄移植等の医療行為により免疫を消失した方に対する再接種に対する何らかの助
成事業を行っている自治体は90（5.2%）あり、うち28自治体（31.1%）では、費用の全額
を補助していた。

 また、現在実施していない1,651自治体のうち、今後何らかの助成事業を実施予定とし
たのは83自治体（5.0%）あり、実施を検討している自治体は238（14.4%）であった。

 保護者が里帰りをしている場合、居住地以外の市町村で定期接種を受けられる仕組
みを設けているのは、1,632自治体（94.0%）であった。

※本調査結果については、平成30年10月24日開催の第24回厚生科学審議会予防接種・

ワクチン分科会予防接種基本方針部会で既に報告を行っているが、同部会が終了した
後に１自治体から回答の訂正があったことを受けて、修正を行ったものである。
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１－１骨髄移植等の医療行為により免疫を消失した方に対する
再接種に対する助成事業がありますか。 (N=1,741)

助成事業あり

89自治体

（5.1%）

助成事業なし

1,652自治体

（94.9%）
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１－２ (1ｰ1で｢なし｣の場合)

今後助成事業を実施する予定はありますか。(N=1,652)

平成30年度から実施（予定）

40自治体（ 3%）

平成31年度から実施予定

20自治体（ 1%）

平成32年度以降に実施予定

23自治体（ 1%）

必要に応じて検討

1自治体（0%）

実施に向けて検討しているが

時期未定, 238自治体（14%）

実施予定なし

1330自治体（ 81%）
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1－3 (1－1が「あり」の場合)
助成対象年齢の規定を設けていますか。(N=89)

長期療養特例に準じて規定している
50自治体（56.7%）

20歳未満
12自治体
（13.3%）

18歳未満

４自治体
（4.4%）

・15歳未満
・首長が認めた者
・小児のみ
それぞれ１自治体

規定あり
69自治体（77.8%）

規定なし
20自治体（22.2%）

・年齢設定のない疾患に対しては20歳未満 19自治体
・年齢設定のない疾患に対しては18歳未満 １自治体
・年齢設定のない疾患に対しては15歳未満 １自治体
・特に記載なし 29自治体
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1－4 (1－1が「あり」の場合)
助成額はどのように設定していますか。(N=89)

費用の全額を助成
27自治体 （31.1%）

費用の一部を助成
20自治体 （22.2%）

その他
42自治体 （46.7%）

• 医療機関委託料を上限として助成 34自治体

• 再接種に要した費用と委託料のうち低い方の額を
助成 ４自治体

• その他 ４自治体
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1－5 (1－1が「あり」の場合)
助成対象者をどのように確認していますか。(N=89)

医師の証明書、意見書
80自治体（90.0%）

保護者の申請書
２自治体（2.2%）

その他
６自治体（6.7%）

記載なし
１自治体（1.1%）
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2－1 保護者が里帰りをしている場合において、居住地以外の市町村
で定期接種を受けられる仕組みを設けていますか。 (N=1,741)

設けている。

1632自治体

（ 94%）

設けていない。

109自治体

（6%）
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2－2 (2－1が「設けている」の場合) 。
いつからその仕組みを設けていますか。 (N=1632)

平成24年度以前

1061自治体（65%）

平成25年度

143自治体（9%）

平成26年度

130自治体（8%）

平成27年度

94自治体（ 6%）

平成28年度

101自治体（ 6%）

平成29年度

54自治体（3%）

平成30年度

39自治体,（2%）
不明

10自治体（1%）
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2－3 (2－1が「設けている」の場合) 。
どのように実施していますか。 (N=1632)

居住地の市町村から居住

地以外の市町村に予防接

種の実施を依頼

134自治体（ 8%）

居住地の市町村が定期接

種の対象者から事前に申

請を受け付けた上で償還

払いを実施

608自治体（ 37%）

居住地以外の医療機関と

委託契約

226自治体（ 14%）

個別に実施方法を検討す

るため一律には決まってい

ない

95自治体（ 6%）

その他（自由記載）

569自治体（ 35%）

・接種医療機関へ直接依頼
・基本的には居住地以外の
医療機関と委託契約。委託
契約出来ない場合は償還
払いで対応。
など
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2－4 (2－1が「設けていない」の場合)
今後実施する予定はありますか。(N=109)

平成30年度に設ける（予定）

5自治体（5%）

平成31年度に設ける予定

4自治体（ 4%）

個別に実施方法を検討するため

一律には決まっていない

1自治体（ 1%）

設けることを検討しているが時期

未定

32自治体（29%）

設ける予定がない

67自治体（61%）
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2－5 定期接種の対象者が医療機関等に長期入院している
場合において、居住地以外の市町村で定期接種を受けられる
仕組みを設けていますか。(N=1,741)

設けている。

1612自治体（ 93%）

設けていない。

127自治体

（7%）

回答なし

2自治体（0%）
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2－6 (2－5で｢設けている｣の場合)
いつから設けていますか。(N=1611)

平成24年度以前

1067自治体（ 66%）

平成25年度

156自治体（10%）

平成26年度

116自治体（7%）

平成27年度

96自治体（6%）

平成28年度

92自治体

（6%）

平成29年度

40自治体（2%）

平成30年度

31自治体（2%）
不明

14自治体（1%）
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2－7 (2－5が「設けている」の場合)
対象となるのはどのような事由でしょうか 。(N=1612)

居住地の市町村から居住地以外

の市町村に予防接種の実施を依

頼

89自治体（5%）

居住地の市町村が定期接種の対

象者から事前に申請を受け付け

た上で償還払いを実施

535自治体（ 33%）

居住地以外の医療機関と委託契

約

305自治体（ 19%）

個別に実施方法を検討するため

一律には決まっていない

122自治体（8%）

その他（自由記載）

558自治体（35%）

・県内医療機関であ
れば広域予防接種
事業で実施。県外
医療機関であれ
ば、医療機関と委
託契約または償還
払い対応など
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2－8 (2－5で「設けていない」の場合)
今後の予定について。(N=127)

平成30年度に設ける（予定）

2自治体（1%）
平成31年度に設ける予定

2自治体（2%）

個別に実施方法を検

討するため一律には

決まっていない

1自治体（1%）

設けることを検討しているが

時期未定

34自治体（27%）

設ける予定がない

88自治体（69%）
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